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平成 17 年９月期 第１四半期財務・業績の概況（個別）   
 
              

平成 17 年２月７日 

上場会社名 イーピーエス株式会社 （コード番号： ４２８２ 東証 第二部） 

（ U R L http://www.eps.co.jp ） 

代 表 者 役 職 名 代表取締役社長  

 氏 名 厳 浩  

問 合 せ 先 責任者役職名 常務取締役 人事･総務･経理担当 ＴＥＬ（０３）５６８４－７７９７（代表）

 氏    名 神 宮 孝 一  

 

１. 四半期財務情報の作成等に係る事項 
① 会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無： 無 

② 会計処理の方法の最近会計年度における方法との相違の有無： 無 

 

２. 平成 17 年９月期第１四半期財務・業績の概況（平成 16 年 10 月１日～平成 16 年 12 月 31 日） 

(１) 経営成績の進捗状況 （注） 記載金額は百万円未満を切捨て表示しております。

 
売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 % 百万円 % 百万円 %

17 年第１四半期 1,442 (0.6) △136 (△229.0) △97 (△174.2)

16 年第１四半期 1,434 (38.0) 105 (4,016.0) 131 (502.1)

(参考)16 年９月期 7,011  1,030  1,105  

 

 
四 半期 (当期 )純 利益 

１ 株 当 た り 四 半 期 

( 当 期 ) 純 利 益 

潜在株式調整後１株当たり

四 半 期 (当 期 )純 利 益

 百万円 % 円 銭 円 銭

17 年第１四半期 △54 (△172.9) △627 99 ― ―

16 年第１四半期 74 (446.0) 859 05 ― ―

(参考)16 年９月期 660  7,595 80 ― ―

(注)① 期中平均株式数  17 年第１四半期 86,805 株  16 年第１四半期 87,000 株  16 年９月期 87,000 株 

② 売上高、営業利益、経常利益、四半期(当期)純利益のパーセント表示は、対前年同四半期増減率であります。 

 

(２) 財政状態の変動状況 
 

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 
１ 株 当 た り 

株 主 資 本 

 百万円 百万円 % 円 銭

17 年第１四半期 6,179 4,843 78.4  56,170 84 

16 年第１四半期 5,287 4,130 78.1 47,479 19 

(参考)16 年９月期 6,609 5,035 76.2 57,875 23 

(注)① 期末発行済株式数 17年第１四半期 86,226株 16年第１四半期 87,000株 16年９月期 87,000株

② 期末自己株式数 17年第１四半期 774株 16年第１四半期 ― 株 16年９月期 ― 株

 

３. 平成 17 年９月期の業績予想(平成 16 年 10 月１日～平成 17 年９月 30 日) 
平成 17 年９月期の業績予想につきましては、平成 16 年 11 月 16 日に発表いたしました予想を変えておりません。 
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Ⅲ. 第１四半期個別財務諸表 

① 第１四半期貸借対照表 

 

当四半期 

(平成17年９月期 

第１四半期末) 

前年同四半期 

(平成16年９月期 

第１四半期末) 

増 減 
（参考） 

平成16年９月期

区 分 金 額（千円） 金 額（千円） 金額（千円） 
増 減 率

(％) 
金 額（千円）

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  903,607 1,903,842 △1,000,235 △52.5 1,675,609

２ 受取手形  24,171 21,305 2,866 13.5 14,218

３ 売掛金  1,289,618 857,296 432,322 50.4 1,457,440

４ たな卸資産  71,123 91,803 △20,680 △22.5 29,178

５ その他  358,302 252,656 105,645 41.8 288,185

流動資産合計  2,646,822 3,126,904 △480,081 △15.4 3,464,631

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産  87,051 92,321 △5,269 △5.7 89,391

２ 無形固定資産  57,773 70,081 △12,307 △17.6 54,825

３ 投資その他の資産    

(1) 投資有価証券  1,905,643 667,683 1,237,960 185.4 1,536,419

(2) 出資金  31,862 31,862 ― ― 31,862

(3) 長期貸付金  422,430 ― 422,430 ― 412,920

(4) 長期性預金  500,000 500,000 ― ― 500,000

(5) 敷金・保証金  427,093 427,184 △91 △0.0 423,462

(6) その他  100,890 371,708 △270,818 △72.9 95,972

投資その他の資産合計  3,387,918 1,998,438 1,389,480 69.5 3,000,636

固定資産合計  3,532,744 2,160,841 1,371,902 63.5 3,144,853

資産合計  6,179,567 5,287,746 891,821 16.9 6,609,485
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当四半期 

(平成17年９月期 

第１四半期末) 

前年同四半期 

(平成16年９月期 

第１四半期末) 

増 減 
（参考） 

平成16年９月期

区 分 金 額（千円） 金 額（千円） 金額（千円）
増 減 率 

(％) 
金 額（千円）

(負債の部)  

Ⅰ 流動負債   

１ 買掛金 88,474 60,915 27,559 45.2 90,759

２ 未払法人税等 6,732 1,775 4,957 279.2 359,062

３ 前受金 ― 420,109 △420,109 ― 112,881

４ 賞与引当金 59,475 51,348 8,127 15.8 221,636

５ その他 614,733 400,931 213,801 53.3 357,254

流動負債合計 769,416 935,080 △165,663 △17.7 1,141,594

Ⅱ 固定負債   

１ 退職給付引当金 169,060 129,452 39,607 30.6 164,403

２ 役員退職慰労引当金 102,358 92,523 9,834 10.6 102,358

３ その他 295,345 ― 295,345 ― 165,983

固定負債合計 566,764 221,976 344,787 155.3 432,745

負債合計 1,336,180 1,157,056 179,123 15.5 1,574,340

(資本の部)  

Ⅰ 資本金 1,325,250 1,325,250 ― ― 1,325,250

Ⅱ 資本剰余金  

１ 資本準備金 1,275,300 1,275,300 ― ― 1,275,300

Ⅲ 利益剰余金  

１ 利益準備金 10,235 10,235 ― ― 10,235

２ 任意積立金 1,817,000 1,317,000 500,000 38.0 1,317,000

３ 四半期(当期)未処分利益 65,819 164,735 △98,915 △60.0 707,332

利益剰余金合計 1,893,054 1,491,970 401,084 26.9 2,034,567

Ⅳ その他有価証券評価差額金 591,270 38,169 553,101 1,449.1 400,027

Ⅴ 自 己 株 式 △241,488 ― △241,488 ― ―

資本合計 4,843,386 4,130,689 712,697 17.3 5,035,145

負債・資本合計 6,179,567 5,287,746 891,821 16.9 6,609,485
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② 第１四半期損益計算書 

 

当四半期 

(平成17年９月期 

第１四半期) 

前年同四半期 

(平成16年９月期 

第１四半期) 

増 減 
（参考） 

平成16年９月期

区 分 金 額（千円） 金 額（千円） 金額（千円）
増 減 率 

(％) 
金 額（千円）

Ⅰ 売上高 1,442,719 1,434,129 8,589 0.6 7,011,981

Ⅱ 売上原価 1,287,121 1,034,281 252,840 24.4 4,906,934

売上総利益 155,597 399,848 △244,251 △61.1 2,105,047

Ⅲ 販売費及び一般管理費 291,762 294,329 △2,566 △0.9 1,074,856

営業利益(△損失) △136,164 105,519 △241,684 △229.0 1,030,190

Ⅳ 営業外収益 39,918 26,755 13,163 49.2 78,410

Ⅴ 営業外費用 1,106 1,105 1 0.1 3,349

経常利益(△損失) △97,351 131,170 △228,521 △174.2 1,105,252

Ⅵ 特別利益 ― 1,300 △1,300 ― 91,881

Ⅶ 特別損失 ― 3,543 △3,543 ― 23,563

税引前四半期(当期)純利益(△損失) △97,351 128,927 △226,278 △175.5 1,173,570

法人税、住民税及び事業税 1,775 1,775 ― ― 568,834

法人税等調整額 △44,614 52,414 △97,028 △185.1 △56,098

四半期(当期)純利益(△損失) △54,512 74,737 △129,250 △172.9 660,834

前期繰越利益 120,332 89,998 30,334 33.7 89,998

中間配当額 ― ― ― ― 43,500

四半期(当期)未処分利益 65,819 164,735 △98,915 △60.0 707,332
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第１四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項  目 
当四半期 

(平成17年９月期第１四半期)
前年同四半期 

(平成16年９月期第１四半期)

 
(参考) 

平成16年９月期 
 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価

法 

有価証券 

子会社株式 

同左 

有価証券 

子会社株式 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

当四半期末日の市場

価格等に基づく時価

法（評価差額は全部

資本直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等

に基づく時価法（評

価差額は全部資本直

入法により処理し、

売却原価は移動平均

法により算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原

価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 たな卸資産 

仕掛品 

個別法による原価法 

たな卸資産 

仕掛品 

同左 

たな卸資産 

仕掛品 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

有形固定資産 

 定率法によっておりま

す。なお、主な耐用年数

は、建物15年、器具及び

備品４年～６年でありま

す。 

有形固定資産 

同左 

有形固定資産 

同左 

 無形固定資産 

 自社利用のソフトウェ

アについては、利用可能

期間（５年）に基づく定

額法 

無形固定資産 

同左 

無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し

た必要額を計上すること

としております。 

貸倒引当金 

同左 

貸倒引当金 

同左 

 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に

備えるため、支給見込額

のうち当四半期負担相当

額を計上しております。 

賞与引当金 

同左 

賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に

備えるため、翌期支給見

込額のうち当期負担相当

額を計上しております。 



－21－ 

項  目 
当四半期 

(平成17年９月期第１四半期)
前年同四半期 

(平成16年９月期第１四半期)

 
(参考) 

平成16年９月期 
 

 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備

えるため、当会計年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当四半期末におい

て発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、

各期の発生時における従

業員の平均残存勤務期間

内の一定の年数（５年）

による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の

翌期から費用処理してお

ります。 

退職給付引当金 

同左 

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備

えるため、当会計年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

 数理計算上の差異は、

各期の発生時における従

業員の平均残存勤務期間

内の一定の年数（５年）

による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の

翌期から費用処理してお

ります。 

 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支

給に備えるため、内規に

基づく当四半期末要支給

見込額を計上しておりま

す。 

役員退職慰労引当金 

同左 

役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支

給に備えるため、内規に

基づく期末要支給見込額

を計上しております。 

４ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

同左 同左 

５ その他四半期財務

諸表（財務諸表）

作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

によっております。なお

仮払消費税等及び預り消

費税等は相殺のうえ、流

動負債の「その他」に含

めて表示しております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっており

ます。 

 

 


